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人口減少社会における地域振興

◆みやぎの将来ビジョンタウンミーティング大崎
◆日時：平成１８年９月７日（木）
◆場所：県大崎合同庁舎 １階大会議室
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28年前から、出生者数は4割減、人口増加は8割減

もう避けられない日本の人口縮小
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わが国の出生者数と死亡者数

28年前に出生者数がピー
クを迎えた → 今、28歳
の人口がたいへん多い

出生者数は20年間でほぼ
半減した → 20年後、20
代人口は半減する

日本政策投資銀行：藻谷作成
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都道府県別人口の増加率

都道府県別老年人口の割合
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日本政策投資銀行：藻谷作成
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６５歳以上人口（％）

都心部の人口密度 都心部人口の増減率 都心部の高齢者人口構成率
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地域の資金収支
地域内での投資・消費の余地大

貯蓄投資差額の縮小
⇒域内消費・投資の拡大

赤字縮小・黒字拡大
⇒移出の拡大

・他地域に売れる財・サービスの生産
・産学協働の推進、新規事業（ベンチャー）創出
・観光産業の振興、交流人口の増加
・サービス業の振興
・地産地消
・凝縮居住（住みたくなるまちづくり）
・ベテラン（団塊の世代）の力の活用
・市町村合併 など

対応策：ISバランスが大きなヒントに

財政収支 ＝ 域際収支 ー 貯蓄投資差額

歳出抑制
歳入増加


